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2018年9月末時点時価総額 （十億ドル） 
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2017年（度）当期利益 （億ドル） 

左右出所: 各種資料を参照し当社作成 

為替は2018年9月末日TTM113.57円/$ 

を用いた 

米ゼネラル・エレクトリック（GE）が30日発表した2018年7～9月期決算は、最終損益が228億ドル（約2兆5700億円）の赤字
だった。電力部門で減損損失を計上した。金融に続き屋台骨の電力でも損失が広がり、苦境が深まっている。 

（出所: 2018年10月31日日本経済新聞）（GEは1882年創立） 
GEは30日、四半期配当を以前の1株0.12ドルから0.01ドルに引き下げると発表した。1年前の配当は0.24ドルだった。かつ
て米製造業の強さの象徴だった同社の時価総額は、870億ドルとほぼ半減した。       （出所: 2018年11月1日日経電子版） 

なにが時価総額を決めるのか 

*1 W.バフェットが経営権を掌握した年 

*2 旧JPモルガン商会の創立年 

*3 旧スタンダード石油が分割された年 

*4 旧電電公社が民営化された年 

*5 旧三菱銀行の創立年 
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経済同友会 代表幹事 米国西海岸ミッション（2018年10月8-13日） 

ミッションの注目点 

 プラットフォーマーやテック系スタートアップ企業を中心とした、AIなど先進デジタル技術による 

イノベーションの最新動向 

 ビッグデータの解析がイノベーションの鍵となる中での、データ所有・利活用のあり方、         

自動運転など先進技術の進展に伴うルールづくり 

 イノベーションを持続的に生み出すエコシステムのあり方 

訪問先と創立年（訪問順） 

1. Google（1998） 

2. Apple（1976） 

3. TOYOTA RESEARCH  INSTITUTE

（2016） 

4. WiL（2013） 

5. Orbital Insight（2016） 

6. Stanford University（1891） 

 

7. Start X（2009） 

8. WEF Center for the 4th Industrial 

Revolution（2017） 

9. Geodesic Capital（2015） 

10.Salesforce.com（1999） 

11.Gladstone Institutes（1979） 
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得られた知見 

第4次産業革命を牽引するプラットフォーマーやスタートアップの圧倒的な競争力 

 AIによるビッグデータ解析を前提とした ”Computational Design Thinking” により
真に新しく、独自性のあるビジネスモデルや社会システムを創造 

 徹底したデジタル化とサイバーセキュリティ（「日本は3世代遅れ」） 

 

先進技術の社会実装に伴って必要となるルール・制度づくり 

 マルチステークホルダー・多国籍のせめぎ合いの中での合意形成。避けられない試行錯誤 

 

持続的にイノベーションを生み出すエコシステム 

 異質なプレーヤーが重層的に交流しながら広範に種をまき続ける「異国」 

 財務的に自立した大学をハブとしたエコシステムが、全世界から多様な人材を誘因 

 

今後の日本の方向性 

 デジタル化、サイバーセキュリティ、人材の多様性と流動性、社会の知的水準などにおいて、
日本が圧倒的に劣後していることの自覚がすべての出発点 

 日本が強みを発揮しうるのは、唯一、「バーチャル」と「リアル」の融合領域？ 



「モノからコトへ」 － リアルとバーチャル － 
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ニュートン力学 量子力学へ a=粒子  b=波動 

0 μg mg g kg t 

「融合」や「相互作用」 

＞ 
モノに代表されるリアルな空間 ネットに代表されるバーチャルな空間 

   重化学工業 ・・・ 自動車・電機 ・・・・・・ 食品 ・・・・・・・・ 半導体 ・・・・・・・・ 医薬品 ・・・・・・・ サービス 

𝑧 = 𝑎 + 𝑏𝑖 
atom bit, internet 

もの・物質 こと・情報 

𝑧 = 𝑎2 + 𝑏2 

「重さのある」経済 「重さのない」経済 

atom bit 
to 

to 

i 

Re 

𝒛 

a 

b 

コト 
（サービス） 

ココロ？ 
（ストーリー） 

モノ 
（機能） 

STEM: Science, Technology, Engineering 
and Mathematics  

Computational Design Thinking 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiW0peo47fNAhXGKZQKHYaaBeEQjRwIBw&url=http://matome.naver.jp/odai/2142966472146247801&bvm=bv.124817099,d.dGo&psig=AFQjCNERHcmhzGgtvaQ6_iLuBP756MpdhA&ust=1466552277986651
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjpxqCA47fNAhXImJQKHePPCUIQjRwIBw&url=http://free-photos.gatag.net/2013/08/16/060000.html&psig=AFQjCNEpYAvkUKUaw4Db5KEv6HxtFd_0XA&ust=1466552248374886


経済・社会システムの根源的な変化 

CAPITALISM DATAISM 

写真: World Economic Forum Annual Meeting （ダボス会議） "Will the Future Be Human?" （2018年1月24日） 8 



データイズム と デジタル専制主義 
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IoTの無限の拡大と、AIの急激な進化により、データとアルゴリズムが力と富に直結。 
「AI」が生む膨大な「Useless Class」を「BI （Basic Income）」で救うしか途は無い!? 

民主主義 （Democracy） デジタル専制主義 （Digital Dictatorship） 

資本主義 （Capitalism） データイズム （Dataism） 

中間層、包摂的社会 経済的格差、社会的・文化的断絶 

企業主導の事実上の「覇権」に、国家的「主権」や国際的「枠組み」は対抗可能か？ 
結果的に世界はブロック化した「データ経済圏」によって分断されるのか？ 

一般データ保護規則  

（General Data Protection Regulation） 
 

 2018年5月施行 

 個人データ保護を「基本的  
人権」と位置づけ、規制強化 

 新ルール「ｅプライバシー規則」
（cookie法）では、通信の秘密 
保護をさらに強化へ 

EU 

越境プライバシールール     

（Cross Border Privacy Rules） 
 

 2011年11月策定 

 APEC域内のデータ移転ルー 
ル。米国・日本・韓国・カナダ・ 
メキシコ・シンガポールが参加 

 米国は中国封じ込めを視野に 
環太平洋地域への普及を図る 

米国 （APEC） 

サイバーセキュリティ法 

（インターネット（网络）安全法） 
 

 2017年6月施工 

 中国で収集した個人データと  
産業データの海外移転を一律 
に規制（⇔米欧日: 産業データ
移転は原則的に自由（例外有） 

 関連法令類も大幅に強化 

中国 

"L'homme est une passion inutile." (Man is a useless passion.) 

- Jean-Paul Sartre "L'être et le néant" (Being and Nothingness) (1943) 



グローバル化と中国の台頭 
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世界の名目GDP 

先進国 新興・途上国（中国除く） 中国 
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輸出元別名目輸出金額（財貿易） 

先進国 新興・途上国（中国除く） 中国 
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0 10 20 30 40

中国 

インド 

日本 

韓国 

出身国・専攻別の米国への留学生数 

工学 自然・生命科学 

数学・CS 医療 

経営管理 社会科学 

教育 人文科学 

英語 芸術・応用美術 

不特定 その他 

万人 

（2009/10年） 

（2015/16年） 

STEM 

出所: 左上・右上: 経済産業省「通商白書2018」、 

左下: JETRO「世界貿易マトリクス」、右下: 各種報道等による 

「中国製造2025」（2015年5月公表）の重点産業分野 

① 次世代情報通信技術
（半導体） 

② 先端工作機械・ロボット 

③ 航空・宇宙設備 

④ 先進的海洋設備・船舶 

⑤ 先進的軌道交通設備 

⑥ 省エネ・新エネ自動車 

⑦ 電力設備 

⑧ 農業用機械設備 

⑨ 新素材 

⑩ バイオ医薬・医療機器 



グローバル化の揺り戻しと限界 

 

 

 

 

 

 「民主主義」「国家主権」「グローバル
化」の3つを同時に追求することは不可
能で、2つを選択せざるを得ない 

世界経済の「政治的トリレンマ」説 

グローバル化（G） 

民主主義（D） 国家主権（N） 

a b 

c 

G N D 事例 

a ○ × ○ EU統合プロセス 

b ○ ○ × 中国、シンガポール 

c × ○ ○ Brexit、トランプ政権 

出所: ダニ・ロドリック「The Globalization Paradox: 

Democracy and the Future of the World Economy」（2010） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ペンス副大統領演説 （2018年10月4日） 

 中国は米国の技術・知財を窃取し軍事転用 

 ロシア以上の政治・宣伝工作で米国内政に干渉 

 「借金漬け外交」も活用し世界の覇権を狙う 

 国民を監視・迫害。自由化・民主化は進展せず 

米中報復関税合戦 

340 340 
160 160 

600 

2,000 
1,500億ドル 

5,000億ドル 

米国からの輸入 中国からの輸入 

大豆・自動車 産業機械 
古紙 半導体 
LNG・木材 

家具・家電 

11月末の 

米中首脳会談で 

進展がなければ 

全輸入品に拡大？ 

出所: 各種報道等を参考に当社作成 

「技術冷戦」も？ 

 米国内の主要な 
通信インフラから、 
ZTEや華為を排除 
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2018年ノーベル経済学賞 

 「今日的な成長とはなにか」 が問われているのではないか 

 
 

 受賞理由は、気候変動を長期マクロ経
済分析に組み入れたこと 

 環境政策がCO2排出量に与える影響

などを調べる分析モデルを確立し、  
費用と便益の面から気候変動を分析 

 この分析に基づき、CO2排出量に応じ
て課税する「炭素税」の導入を提唱 

 ノードハウス教授の分析モデルは、環境
経済学における世界的な標準モデルと
なり、環境政策の導入で地球温暖化を
防ぐシナリオづくりなどで活用 

 
 

 受賞理由は、知識やアイデアが経済成
長の鍵であるとする「内生的成長理論」 

 それまでソローモデルによって外生的に
捉えられていた技術力や生産性の向
上（イノベーション）を、内生的に説明す
るモデルを構築した 

 従来の経済学では資本や労働力を投
入すれば、発展途上国も一定レベルま
で成長するとしてきたが、ローマー教授
は、技術革新を促す知識やアイデアが
普及しなければ成長が実現しない構造
を明らかにした 

ウィリアム・ノードハウス教授 ポール・ローマー教授 

出所: 各種報道等を参考に当社作成 

Q(t) = W(t) 1 −  𝑡 𝐴 𝑡 𝐾 𝑡 𝐿 𝑡 1 −  

W(t) =  L(t)[c(t) 1−
 
/(1−)] 𝑡𝑚𝑎𝑥

𝑡=1
 

A𝑡 =G(χkKt，𝜒LL𝑡，A𝑡) 

Yt = 1 − χk Kt
𝛼[At (1-𝝌L)Lt]

1 − 𝛼 
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2018年度連結業績予想 
（IFRS）（億円） 

売上収益 40,400 

コア営業利益 3,680 

当期利益 2,680 

その他の経営指標 
（2018年度連結予想）（億円） 

設備投資 2,640 

減価償却費 1,850 

研究開発費 1,600 

従業員数 （18年9月末） 70,049 

関係会社数 （2018年3月末） 

日本 318 

アジア・パシフィック 218 

米州 80 

欧州・アフリカ 92 

地域別売上収益比率（2017年度） 

日本 58.4% 

米国 10.9% 

中国 7.8% 

その他 22.9% 



15 



13,402 

24,089 

37,244 

40,400 

304 

1,336 

3,805 

3,680 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

1
9
5
0

1
9
5
5

1
9
6
0

1
9
6
5

1
9
7
0

1
9
7
5

1
9
8
0

1
9
8
5

1
9
9
0

1
9
9
5

2
0
0
0

2
0
0
5

2
0
1
0

2
0
1
5

利
益
（
億
円
）
 

売
上
高
（
億
円
）
 

売上高 営業利益 経常利益 税引前利益 

三菱化成生命科学研究所 

設立（1971） 

MCHCグループの沿革 

三菱化成 三菱化学 MCHC 

日本タール工業として発足
（1934）した三菱化成工業が、
新光レイヨン（現三菱レイヨン）・
旭硝子を分離し 

日本化成工業として再発足
（1950） 
三菱化成工業に社名変更
（1952） 

三菱油化設立（1956） 

三菱化成と三菱油化が
合併し、三菱化学発足
（1994） 

三菱ウェルファーマと田辺製薬が合併し、
田辺三菱製薬発足（2007） 

三菱レイヨン連結子会社化（2010） 

生命科学インスティテュート発足 

大陽日酸連結子会社化（2014） 

新生三菱樹脂発足（2008） 

MCHC設立（2005） 

【参考】 三菱各社設立時期 

三菱銀行（1919） 三菱重工（1884） 

三菱商事（1918） 麒麟麦酒（1907） 

（2016年度以降はIFRS基準＝売上収益・コア営業利益） 

三菱ケミカル発足（2017.4） 

16 



自己紹介 ① － 「自分を極める」  

• 学生時代: 精神の放浪 

– 生きる意味とは？ 神の存在は？ 日本人とは？ 

– 愛読書「日本人とユダヤ人」（イザヤ・ベンダサン＝山本七平） 

• 一神教/多神教、狩猟民族/農耕民族、放浪/定住、砂漠/モンスーン… 

– あえて「明確な回答の出る」理系を選択 （18歳） 

 

• 1972年：イスラエル留学: 生への意志 

– シナイ砂漠での啓示 「生きてやろう！」（26歳） 

 

• 1974年～：会社生活: 転進と苦闘 

– イタリア留学を経て、12月に三菱化成（現：三菱ケミカル）中途入社 （28歳） 

– 上司に直訴し石化触媒の研究開発から記録メディアへ分野を変更 （37歳） 

– 記録メディアの研究者から事業の第一線へ （47歳） 

– 三菱化学メディア 取締役社長 （49歳） 

– 英国で不正取引・簿外債務（13億円相当）発覚。始末書・減給処分 （52歳） 

– 記録メディア事業の存亡を賭け、「生きるか死ぬか」の事業構造改革 （54歳） 

  → CD-R, DVDシェア 世界一に 
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自己紹介 ② － 「事業構造改革と企業アイデンティティの確立」  

• 2005年：研究開発責任者に: バックキャスティングによるテーマ選び 

– 「20年後の世界を想定し、そのためには10年後なにを達成すべきか」という手
法で研究開発テーマを選択 （58歳） 
 

• 2007年：社長就任: 生き残りをかけた構造改革と「旗印」構築を決意 

– 社長就任（60歳）直後に事故・不祥事続発 （爆発・独禁法違反・薬害・火災） 

– 「このままでは会社が潰れる！ やりたいようにやる！」 
 

• 事業撤退と企業買収 

– 事業撤退6,000億円 と 企業買収1兆4,500億円 を組み合わせた 

– 三菱化学生命科学研究所閉鎖 ⇒ 地球快適化インスティテュート創設 
 

• 企業アイデンティティの確立: 我々はなぜこの企業集団にいるのか 

– グループモットー  APTSIS 

– 企業活動の判断基準  Sustainability・Health・Comfort 

– コーポレートブランド  THE KAITEKI COMPANY 

– コーポレートスローガン KAITEKI Value for Tomorrow 
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MCHC : グループ・モットー 

19 

apt : 【形容詞】 適切な、ふさわしい 

-sis : 【接尾辞】 ギリシア語からの借用語に見られ、行為、過程、状態、条件などを表す 

（グループ・モットー決定: 2008年4月1日） 



MCHC : グループ共通の 「御旗」 

コーポレートスローガン 

自覚・責任、説明責任・透明性、法令等の遵守と公正・公
平・誠実、ステークホルダーの尊重、人権の尊重、雇用・労
働、環境・安全、公正な事業慣行、顧客満足、情報管
理、科学・技術、コミュニティ貢献、規範の共有 

企業理念 

ビジョン 

価値基準 

Sustainability, Health, Comfort 

KAITEKI実現 

人、社会、そして地球の心地よさがずっと続いていくことをめざし、 
Sustainability, Health, Comfortを価値判断として、 

グローバルにイノベーション力を結集し。ソリューションを提供していきます 

経営理念 

「KAITEKI実現」は、MCHCグループのビジョン 

KAITEKI 

MCHCグループ企業行動憲章 
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自己紹介 ③ － 「世のため人のため」 

21 

 三菱ケミカルホールディングス社長 （2007年4月～15年3月） 

 東京電力社外取締役 （2012年6月～15年3月） 

 石油化学工業協会会長 （2012年7月～14年7月） 

 経済財政諮問会議議員 （2013年1月～14年9月） 

 日本化学工業協会会長 （2014年5月～16年5月） 

 産業競争力会議議員 （2014年9月～16年9月） 

 知的財産戦略本部本部員 （2015年3月～） 

 三菱ケミカルホールディングス会長 （2015年4月～） 

 経済同友会代表幹事 （2015年4月～） 

 産業競争力懇談会 （COCN） 理事長 （2015年7月～18年7月） 

 東芝社外取締役 （2015年9月～） 

 経済産業省 東京電力改革・1F問題委員会委員 （2016年10月～17年7月） 

 未来投資会議・構造改革徹底推進会合会長 （2016年10月～） 

 原子力損害賠償・廃炉等支援機構 運営委員会委員 （2017年10月～） 

 総合科学技術・イノベーション会議議員 （2018年3月～） 

 日本銀行参与 （2018年6月～） 



本日の構成 
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 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 



MCHC : 三軸による企業価値の把握 
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X: Profits & Efficiency 

Quarter 

Z: Public Interest & Environment   Century 

心 

技 

体 

Y: Innovation & Frontier 

Decade 

MOS 

MOE 

MOT 



本日の構成 
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 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 



経営の可視化と定量化 
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 MOEの結果は規則に準拠し、定期・定型的に表現 （財務３表：BS・PL・CF） 
 MOT・MOSの結果を示す既存のフォーマットはないので、自作が必要 

ROE=
純利益
自己資本

=
純利益
売上高

        ×
売上高
総資産

       ×
総資産
自己資本

        
売上高 
利益率 

総資産 
回転率 

財務 
レバレッジ 

DuPont Model ROA 

ROS 

MOE 

ROE = Return on Equity 

BS 

リ
タ
ー
ン 

Equity 

Debt 

ROA = Return on Asset 

リ
タ
ー
ン 

ROIC = Return on Invested Capital 

リ
タ
ー
ン 

BS BS 

出所: ＫＰＭＧ ＦＡＳ・あずさ監査法人編『ＲＯＩＣ経営―稼ぐ力の創造と戦略的対話―』（2017年11月） 

Equity 

Debt 

Equity 

Debt 
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出所: 小川紘一東大教授による 出所: 国立社会保障・人口問題研究所（2017年4月10日） 

日本が直面する変化と課題 

少子高齢化と 

財政破綻の危機 

資源・エネルギーの 

ハンディキャップ 

新興国の台頭と 

競争力の衰退 

社会の持続可能性の衰退 「ものづくり」神話の終焉 

 拡大一途の社会保障費・医療費  依然不透明な「パリ協定」対応 

 日本の「六重苦」は一定程度改善したが、従来の延長線上での勝ち残りは困難 

 中国過剰設備投資 vs 世界需要 

エレクトロニクス製品の日本企業のシェア 日本の年齢別人口（億人） 

65歳～ 

15～64歳 

～14歳 
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各国の一次エネルギー構成 （2017年） 

MOE 

石油 ガス 石炭 

原子力 

水力 

再生 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

米 

仏 

独 

英 

中 

韓 

日 

出所: 「原子力・エネルギー図面集」（2018年10月10日） 

克服不可能な競争劣位 

日本の「六重苦」 
 

（1）超円高 （2）重い法人税負担 （3）経済連携協定の遅れ （4）硬直的な労働市場 
（5）不合理な環境規制  （6）電力不足とコスト高 



日本企業の事業再編 

 日本企業の収益力は昨今向上してきたが、事業再編は相対的に遅れている 

図表出所: 生命保険協会「平成29年度 生命保険協会調査 株式価値向上に向けた取り組みについて （要旨）」 （2018年4月20日） 

MOE 

日本企業の  
「稼ぐ力」は目下
改善傾向 

日本企業による 

「事業の選択と集中」は 

投資家の期待水準に未達 

1994 2016 

（1994～2016） （2016） 

 

（日本）生命保険協会調べ、対象は上場企業（赤字企業含む、金融除く） 
（米国）商務省「Quarterly Financial Report」 
※日本: 4-3月、米国: 1-12月 

出所: 

日本の上場企業
ROE（2018年3月期） 

10.4% 
出所: 日経（2018年5月29日） 
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MCHC : ポートフォリオ・トランスフォーメーション 

 事業のライフステージを4象限モデルで管理し、「選択と集中」を徹底 

飛躍 （M&A） 
 

売上高＋1兆4,500億円 

 

三菱レイヨン 
（2010.3 経営統合） 
 

 クオリカプス 
（2013.3 買収） 
 

 クオドラント 
（2013.5 完全子会社化） 
 

大陽日酸 
（2014.11 連結子会社化） 
 

日本合成化学 
（2016.10 完全子会社化 

  2019.4の合併を検討中） 
 

日本化成 
（2018.4 吸収合併） 
 

 

撤退 
 

売上高▲6,000億円 

 

ナイロン （2010.5） 
 

塩ビ （2011.3） 
 

 スチレン （2011.3） 
 

管材 （2013.3） 
 

 SAP （2013.3） 
 

ポリオレフィン最適化  
（2014.4）（2015.3） 

 

鹿島エチレン1基化 
 （2014.5） 

 

水島エチレン統合 
 （2016.4） 

 

印中テレフタル酸 
 （2016.12） 
 

成長事業 
 

 高機能ポリマー 

 高機能化学 

 高機能フィルム 

 環境・生活ソリューション 

 高機能成形材料 

 新エネルギー 

    （リチウムイオン電池材料     

     オプトエレクトロニクス 

                      マテリアルズ） 
 医療用医薬品 

 ライフサイエンス    
（健康・医療ICT） 
 

基盤事業 
 

 情電・ディスプレイ 

 石化 

 炭素 

 MMA 

 産業ガス 

 ライフサイエンス    
（創薬ソリューション） 

次世代事業 
 

 ヘルスケアソリューション
（次世代ヘルスケア） 

 バイオソリューション 

 ガスソリューション 

 新エネルギー・高機能 
材料 

 ビッグデータ・ICT利用  
ソリューション 

再構築事業 
 

 不採算・低収益事業 

【2007年4月: 社長就任】 → （8年間） → 【2015年4月: 会長就任】 → （現在に至る） 
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国内大手化学20社 : 連結営業利益推移 
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国内大手化学20社 : 連結売上高推移 
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本日の構成 
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 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 



世界を覆う変革のうねり 
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グローバル化 IT化 ソーシャル化 

不可逆的な流れは一層加速 時差・国境・言語の壁も超越 Networking / Decentralization 

常に「つながっている」時代 世界のインターネット利用者（億人） 
および世界の総人口に占める割合 

世界のインターネットトラフィック 
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出所: IMF World Economic Outlook Database Oct. 2018 

先進国 

新興国 

新興国の割合 

1200億ドル（13.4兆円） 310億ドル（3.4兆円） 

出所: 各種報道等を参考に当社作成 

シェアリングエコノミー大手の企業価値 

出所: International Telecommunication Union   

（2017年12月） 

1 Facebook 2,130 

2 中国 1,382 

3 インド 1,327 

4 微信（ウィーチャット） 963 

5 Instagram 800 

6 微博（ウェイボー） 376 

7 米国 324 

8 Twitter 328 

9 インドネシア 261 

10 LINE 217  

国家とSNSの人口比較（百万人） 

トランプ大統領Twitterフォロワー  56百万人 

NYタイムス有料購読                250百万人 

朝日・毎日・読売・日経・産経計  22百万部 
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出所: Cisco Visual Networking Index（2017年） 
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WEF Top 10 Emerging Technologies 2018 
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1 

 どこでも拡張現実 
Augmented Reality Everywhere 

2 

 個別化医療のための診断学 
Advanced Diagnostics for Personalized Medicine 

3 

 分子設計用人工知能 
AI for Molecular Design 

4 

 議論と指導ができる人工知能 
AI That Can Argue and Instruct 

5 

 移植可能な薬物生成細胞 
Implantable Drug-Making Cells 

6 

 研究室で培養された肉 
Lab-Grown Meat 

7 

 電気薬 
Electroceuticals 

8 

 遺伝子ドライブ 
Gene Drive 

9 

 プラズモニック物質 
Plasmonic Materials 

10 

 量子コンピュータ用アルゴリズム 
Algorithms for Quantum Computers 

出所: WEF Top 10 Emerging Technologies 2018 （2018年9月) 説明付与は当社による 

現実の世界をデータで覆う拡張現実の 
用途が拡大。車の運転、医療、学習など
に幅広く応用 

微細な兆候を把握する高度な診断技術
により、各種疾病の医薬品を患者ごとに
最適化 

高度化したAIは事前学習・定型データが
なくても、ある論点に関する議論を整理し
て把握し、人間に助言を行うことが可能 

免疫によって拒絶されず、安定的に機能
できる、身体に埋め込まれた小さな薬品
工場としての細胞 

培養細胞から育った肉。家畜飼育に伴う
環境負荷や倫理的問題がない 

電気インパルスを免疫系や神経系に  
作用させることで疾病を治療。薬物投与
を減らすことができる 

人工的な遺伝子変異を、伝染病を媒介
する蚊など、狙った種全体に急速に伝播
させることで、伝染病の根絶などを実現 

「光を操る」＝「屈折率の分布を操る」  
ことが可能な人工物質。金属ナノ構造体
と光との相互作用を利用する 

適切なソフトウェアにより量子コンピュータ
の能力を全面的に活用 

MOT 

機械学習で既知の全プロセスを分析して
パターンを識別し、新しい分子設計経路
を自動的に予測 



MIT 10 Breakthrough Technologies 2018 

1 

 金属3Dプリンティング （実用化: 現時点） 

3-D Metal Printing 

2 

 人工胚 （現時点） 
Artificial Embryos 

3 

 センシング・シティ （2019年建設開始） 

Sensing City 

4 

 みんなのための人工知能 （現時点） 
AI for Everybody 

5 

 競合ニューラルネットワーク （現時点） 
Dueling Neural Networks 

6 

 バベルフィッシュイヤホン （現時点） 
Babel-Fish Earbuds 

7 

 ゼロ炭素天然ガス （3-5年以内） 

Zero-Carbon Natural Gas 

8 

 完全なオンラインプライバシー （現時点） 
Perfect Online Privacy 

9 

 遺伝子占い （現時点） 
Genetic Fortune-Telling 

10 

 量子コンピューティング分子設計 （5-10年） 

Materials' Quantum Leap 

出所: MIT Technology Review “10 Breakthrough Technologies 2018” （2018年2月21日) 説明付与は当社による 

3Dプリンタで金属の成型が実用可能に 
自動車・航空機などの複雑・微細な部品
を現場で需要に即応して製造できる 

卵細胞や精細胞を用いずに、幹細胞から
胚を人工的につくりだすことが可能に 
ヒト幹細胞からの人工胚製造も実用段階 

人間の全活動のデータを収集できる超
スマートシティがトロントのウォーターフロ
ント地区で建設される予定 

従来高価だったAIシステムが、クラウド
ベースで誰でも安価に使用可能に。幅広
い用途開発が期待できる 

2つのAIシステムを相互学習させると、
「教師なし」のディープラーニングが可能
に （Generative Adversarial Network） 

リアルタイム翻訳ができるイヤホン。装着
すれば異言語間の即時会話が可能に 

天然ガス燃焼で発生したCO2を、超臨界
技術を活用して効率的かつ安価に捕捉 

新方式の暗号プロトコルにより、個人情報
を一切開示せずとも本人認証が可能に 

ゲノム解析により、個人の疾病、知能指 
数、形質などの事前予測が可能に 

量子コンピュータにより、物質の分子構造
の解析、新物質の設計が飛躍的に発展 
                      （＊） 

＊ 文部科学省: Q-LEAP（光・量子飛躍フラッグシッププログラム）実施中 
35 
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Connected Industries と オープン＆クローズ戦略 
MOT 

 データを介して全ての産業や活動がconnectされ、boundaryが無意味化する 

 自社の「他とは異なる」競争力の源泉をどう確保するのか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

Connected Industries オープン＆クローズ戦略 
出所: 経済産業省 

CI大臣懇談会資料 

参照: 東大政策ビジョン研
小川紘一ｼﾆｱﾘｻｰﾁｬｰ 
 

出所: 文部科学省「平成29年版科学技術白書」 

Apple Intel Bosch 

オープン 
携帯電話製造 

アプリ開発 

周辺機器の 

製造技術 

自動車ECU基
本ソフトウェア 

クローズ 
デザイン・UI 

「iＯＳ」 
マイクロ    
プロセッサ 

用途開発制御
パラメータ 

出所: 経済産業省資料および文部科学省資料を参照し当社作成 
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従来 
事業所・工場、技術・技能等の電子
データ化は進んでいるが、それぞれ
バラバラに管理されている 

将来 
データがつながり、有効活用により、
技術革新、生産性向上、技能伝承
などを通じて課題解決へ 

産学官 

の 

議論 

喚起 

と 

検討 

 ものづくり、自動走行、ロボット、ド
ローン、ヘルスケア、バイオなど
分野別取組み 

 標準化、データ利活用、IT人材、

サイバーセキュリティ、人工知能、
知財制度など横断的取組み 



MCHC : オープンシェアードビジネス（OSB） 
MOT 

 ビジネスの全工程で、社内での「囲い込み・ブラックボックス化」（クローズ） と、
社外との「アライアンス・標準化」         を戦略的に組み合わせる 

基礎研究 材料・原料 プロセス アッセンブリー 
用途開発 

マーケティング 

炭素繊維 

複合材料 

など 
close 

など 

など など 

close close 

基礎研究 

化合物探索 
治験 製造 

プロモーション 

販売・情報提供 

医薬品 

ワクチン 

など など など など 

close close close close 
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（オープン） 



Connected Industries / Open Shared Business 実践例 
MOT 

出所: 経済産業省「『Connected Industries』関連政策の進捗等について」（2018年6月） 38 



MCHC : MOT指標による可視化と定量化 

39 

 Management of Technology （MOT） を 「三位一体運営の実践」 と定義し、
MOT指標によって財務的業績（利益・資本効率）同様に可視化・定量化 

 
 

 研究開発部門への「丸投げ」を廃し、 
イノベーション創出に経営意思を貫徹 

 社内研究開発に加え、アカデミア連携
ベンチャー投資、M&Aなども積極活用 

 
 

 定量的な進捗管理によりPDCAを強化
事業化・収益化への明確な道筋を描く 

三位一体運営の実践 MOT指標 （2013年度～） 

経営戦略 

R&D 

指標 

新テーマ設定数 

ステージアップ成功率 

ステージアップ速度 

成功テーマの投資効率 

IP 

指標 

発明生産性 

海外出願比率 

特許収益性 

オープンイノベーション実践比率 

マーケット 
指標 

上市した新製品・新サービスの総数 

新製品・新サービスの利益貢献度 

新製品・新サービスの売上貢献度 

IT化指標 （導入に向け内容検討中） 

MOT 

事業戦略 

知的財産戦略 研究開発戦略 



本日の構成 
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 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 



Global Agenda : World Economic Forum “Global Risks 2018” 

41 出所: World Economic Forum “The Global Risks Report 2018” （2018年1月17日） 

 自然環境の悪化が、人・社会・地球のサステナビリティに危機を及ぼしている 

Top 10 risks  （蓋然性による） Top 10 risks  （影響度による） 

異常な気象事象 大量破壊兵器 

自然災害 異常な気象事象 

サイバー攻撃 自然災害 

データ不正またはデータ盗難 気候変動の緩和および適応の失敗 

気候変動の緩和および適応の失敗 水危機 

大規模な非自発的移住 サイバー攻撃 

人為的な環境災害 食糧危機 

テロ攻撃 生物多様性喪失およびエコシステム崩壊 

不法な通商 大規模な非自発的移住 

主要な経済における資産バブル 感染症の蔓延 

MOS 



出所（左列上から）: 日本エネルギー経済研究所「アジア／世界エネルギーアウトルック2016」、OECD「Environmental Outlook to 2050」（2012）、 

農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し」（2012）、内閣府「平成28年版高齢社会白書」、 

福岡アジア都市研究所「都市政策研究第18号＜都市化・都市成長の世界的潮流＞」（2017） 

化学産業 : Global Agendaに対するSolution Provider 
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 化学産業は、人類の持続可能な発展のための各種ソリューションを提供 

グローバルアジェンダ（メガトレンド） （例） 化学産業が提供するソリューション （例） 

エネルギー 
世界の一次エネルギー需要 

約1.38倍 （2014⇒2040年） 

 太陽光発電や風力発電用の部材 

 自動車・航空機などの軽量化部材 

 人工光合成 

水 
世界の取水量 

約1.55倍 （2000⇒2050年） 

 高機能膜による浄水システム 

 節水農法 

食糧 
必要な食糧生産 

約1.55倍 （2000⇒2050年） 

 環境負荷の少ない肥料・農薬 

 多収量品種、高温耐性品種 

 植物工場 

高齢化 
世界の高齢化（65歳以上）率 

約2.18倍 （2015⇒2060年） 

 医薬品、ワクチン 

 未病段階でのヘルスケアソリューション 

都市化 
世界の都市人口比率 

約1.38倍 （2000⇒2050年） 

 省エネ・創エネ・蓄エネ部材によるゼロエネルギービル 

 スマートシティを構成する各種部材 

MOS 



化学産業 : Pollution SourceからSolution Providerへ 

43 

 日本の化学産業は高度経済成長期、環境を著しく汚染し、公害病を惹起 

 その後、真摯な反省の下、Responsible Careの思想に基づき、環境を改善 

洞海湾 （福岡県北九州市） 四日市ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ （三重県） Capacity Building 

三菱ケミカル黒崎事業所が立地 三菱ケミカル四日市事業所が立地 

【1960年代】 

【現在】 

【1960年代】 

【現在】 

日本化学工業協会の国際活動 

【ヴェトナム】 

【ミャンマー】 

写真: 北九州市ホームページ、四日市市ホームページ、日本化学工業協会 

科学への懐疑 解決のための道具 

MOS 



MCHC : 企業活動の判断基準 （2007年度～） 
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                                                        を実現するための3つの判断基準 

 経営資源の有効活用のため、判断基準を満たさない企業活動は行わない 

Sustainability 

環境・資源 

CO2排出などの環境負荷をミニマム化し、省エネや、  
非枯渇資源・新エネルギーへの転換を促進する 

（有機太陽電池・LED・Liイオン電池・炭素繊維など） 

Health 

健康 

疾病治療に加え、未病段階での早期ケアや健康維持、
健やかな高齢化に貢献する 

（医薬品・診断・ヘルスケアソリューションなど） 

Comfort 

快適 

衣食住の高度化や機能性向上を通じて、より心地よい 
社会・快適な生活づくりに貢献する 

（食品機能材・高機能フィルム・各種情報電子部材など） 

MOS 



MCHC : KAITEKI経営の経緯 

2006年4月 
 

10／20年後の未

来ビジョンからバッ

クキャストして化学

産業の今日的・将

来的な役割を明ら

かにする 

プロジェクト10/20 

開始 

2013年8月 
 

財務情報と非財務

情報の統合報告書 

KAITEKIレポート 

発行開始 

 

2007年5月 
 

プロジェクト10/20の

検討結果から当社

事業活動の判断

基準 

Sustainability 

Health 

Comfort を制定 

2015年6月 
 

経営の透明性・公

正性の向上、経営

監督機能の強化の

ため 

指名委員会等 

設置会社 

へ移行 

2009年4月 
 

人類が抱える課題

を中長期的な視座

で研究し未来の

ニーズを満たすビ

ジネスのシーズを

探索する 

地球快適化インス

ティテュート 設立 

2011年4月 
 

MOE MOT MOS

の3基軸に基づいた

企業価値の総和

（KAITEKI価値）を 

追求する 

KAITEKI経営始動 

2009年9月 
 

Dow Jones 

Sustainability 

Indices (DJSI) 

Asia Pacific 

メンバー に選定 

2017年9月 
 

Dow Jones 

Sustainability 

Indices (DJSI) 

World メンバー 

に選定 

2017年2月 
 

RobecoSAM 

Sustainability 

Award Bronze 

Class 2017 

獲得 

日本経済新聞 

出版社から 

同年12月発行 

2013年版 

MOS 

2017年6月 
 

FTSE Blossom 

Japan Index 

および 

MSCI日本株女性

活躍指数 

両メンバー に選定 
 

（GPIFがESG投

資に採用） 
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MCHC : 判断基準を踏まえた成長・次世代事業群 （2007～2015） 
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炭素繊維・複合材料 

リチウムイオン電池材料 

GaN・LED 

有機EL 

有機太陽電池 植物由来ポリマー 

アグリビジネス ヘルスケアソリューション 

MOS 



MCHC : "R&D" or "M&A" ?  
2
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0
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3

2
0
1

4

2
0
1

5

旧
・三

菱
化
学
の
年
間
研
究
開
発
費

 

OPV 有機EL等 LiB材料 

CFRP等 GaN・LED等 サスリソ 

ヘルスケア 

R&D M&A 

注: M&A価格はすべて最終案件発表時の報道ベース 

（段階的株式買増費用などは必ずしも反映せず） 

 R&D: 時間・人手・カネが必要。市場（資本・需要）の時間軸とのズレも難題 

 M&A: 準備・価格・PMI次第で収益向上に即効性。ガバナンス高度化が必須 

案件 年 
価格 

（億円） 
2017コア営業 

利益（億円） 

三菱レイヨン 2010 2,000 1,096 
MMAサブセグメントのみ 

クオリカプス 2013 560 － 
（公表値無し） 

クオドラント 2013 160 － 

大陽日酸 2014 1,000 
600 

大陽日酸決算発表値 

ただしMCHC持株50.6% 

日本合成 2016 430 － 

日本化成 2017 50 － 

合計 4,200 2,000億円規模 

※三菱ウェルファーマと田辺製薬の合併（2007）: 合併比率 三菱ウェル0.69 : 田辺1、旧田辺営業利益300億円弱、MCHCのMTPC持株は56.4% 

2018年度MCHC連結予想 
 

 設備投資 2,640億円 

 減価償却費 1,850億円 

 研究開発費 1,600億円 

MOS 



MCHC : マイクロプラスチック問題への対応 

48 

MOS 

 マイクロプラスチックは「海洋→水生生物」経路のみならず、「淡水・土壌→陸生生
物」経路でも環境影響を与えうる。プラスチックごみ、農業用フィルム等が発生源 

 タイ石油公社（PTT）とPBS（ポリブチレン
サクシネート）の合弁事業を展開（2011年
3月JV設立） 

 

 
 

 PBSは土中で水とCO2に分解。海洋中で
も高い分解性能を示す（PLAに勝る） 

 2018年度中の原料（コハク酸、1・4ブタン
ジオール）完全植物由来化を計画中 

 高分解性コンパウンド（混練）品も開発中 

 マルチフィルム、コンポスト袋、多層包装
材、硬質容器、カトラリー、ストロー、紙ラミ
ネートなどに使用可能 

 コーヒーチェーンやファストフードチェーン
などへ訴求中 

タイ・ラヨン県PBS 

プラント（年産2万t） 

（使用例）生分解性 

コーヒーカプセル 

植物由来の生分解性プラスチックの循環 

トウモロコシ 

サトウキビなど プラント レジン 

容器・食器 

など 

土壌（海洋）中の微生物によって酵素で分解 

光合成 

水・CO2 

2010年 

バンクーバー五輪
当社製品使用例 



ポリプロピレン樹脂 

軽 量 化  機能付加・強化 

機能性樹脂 ポリエチレン樹脂 

炭素繊維複合材 

IMF成型用樹脂シート 
ディアフィクス™ 

アクリル樹脂材料 
アクリペット™ 

エンジニアリング 
プラスチック 

アクリル樹脂板 
アクリライト™ 

ガスバリアフィルム アクリルフィルム 
アクリプレン™ 

コンポジットシート 
GMT SymaLITE ™ 

白色LED・GaN基板、 
LED用エピウェハー 

樹脂フィルム積層鋼板 
ヒシメタル™ 

転写箔加飾材料 MCナイロン 

カーボンブラック 
ウェットマスターバッチ 

水溶性接着剤 

環 境 対 応  

アルミナ繊維 
マフテック™ 

アルミ樹脂複合板 
アルポリック™ 

バイオエンプラ 
デュラビオ™ 

リチウムイオン 
電池材料 

コーティング材料 
ダイヤナール™ 

SCR触媒向け高機能 

ゼオライト AQSOA ™ 

SCRシステム専用 
高品位尿素水アドブルー™ 

 貢献するSDGｓは、主に３つ： 
No.13 気候変動対応、No.7 エネルギー対応、No.12 作る責任・使う責任 

MCHC : 自動車産業に提供可能なソリューション 
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MOS 



MCHC : 「循環炭素化学」 による 「新・炭素社会」 の構築に向けて 

50 

炭素資源 

化学製品 CO2・H2O・太陽光 

炭化水素 

炭水化物 

 原料多様化 

 省・蓄エネルギー部材 

 創エネルギー部材 

 バイオマス 

 人工光合成 

断熱材 

シェールガス 

バイオプラスチック 

石炭 

リチウムイオン電池材料 

炭素繊維 自動車軽量化 

風力発電 太陽光発電 有機太陽電池 ゼロエネルギービル 

 プロセス効率化 

α法MMAプラント 

化石資源への極度な依存により
失調した炭素循環のバランスを 

化学産業が提供するさまざまな 

ソリューションによって取り戻す 

新・炭素社会 
Sustainable Carbon Society 

低炭素社会 

MOS 



化学品 

GTO 
燃料 

水（H2O） 

太陽光で水を分解して 

水素を作る触媒プロセス 

森林など 

バイオマスから 

CO/H2を製造 

火力発電所 

CO2 

分離 

コークス炉 

COG精製 

LNG 

改質反応 

CO/H2 

化石資源から 

CO/H2を製造 

Shale Gas 

 光触媒で水から水素を生成し、CO2とともに基礎化学品の原料とする 

 2020年頃に光触媒の変換効率10%達成、30年頃に商業プラント稼働が目標 

MCHC : 人工光合成と炭素源の多様化への挑戦 

51 

ソーラー水素とCO2 

からCO/H2を製造 Sun 

H2収集 

MOS 

光触媒 

NEDO・ARPChem発表 （2018年1月19日） 
大面積化・低コスト化を実現する 

新しい光触媒パネル反応器を開発 

―水深1mmの反応器で水分解を実現― 



関連するSDGs 

MCHC : MOS指標とSDGs 

52 

 APTSIS 15（2011-15年度）から、サステナビリティ向上の進捗度を当社独自
のMOS指標により可視化・定量化。経営課題を適宜MOS指標に反映 

 現行指標（16-20年度）ではSDGsとの関連を明確化し、よりグローバルに適用 

MOS 



MOS 
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MCHC : MOS指標の活用例 （気候変動分野） 
MOS 

FY2017実績

78百万t-CO2 

S-3-3指標：GHG排出削減に貢献する製品・サービスの提供 

FY2020目標

150百万t-CO2 

GHG排出削減ソリューションの提供 

FY2017実績

80.7MWの利用推進 

S-2-3指標：再生可能エネルギー利用の推進 

FY2020目標

50MW 

再生可能エネルギーの創出、利活用ソリューションの提供 

FY2017実績

2,194t 

S-2-2指標：省資源、再生可能材料への転換 

枯渇資源から持続可能資源への転換 

FY2020目標

12,000t 
重油換算 
使用削減 
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MCHC : MOS指標の構成要素の推移 （例） 
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MOS 
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働きがいがあり、活力と
協奏のある組織の構築 
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大気系環境負荷の削減 
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GHG排出量 

国内（左軸） 

海外（左軸） 
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参考: 日本政府の目標 

2020年までに「30%」 

参考: 日本政府の目標 

2030年度に 

「2013年度比▲26%」 



MCHC : MOS指標による進捗管理 

必達 
重大事故・重大コンプライアンス違反は
発生ゼロにする 

Sustainability 

[Green] 

指標 

S-1 地球環境負荷の削減への貢献 

S-2 
天然資源枯渇への対応・省エネルギー
活動の実践 

S-3 
調達を通じた社会・環境課題解決への
貢献 

Health 

指標 

H-1 疾病治療への貢献 

H-2 QOL（生活の質）向上への貢献 

H-3 疾患予防・早期発見への貢献 

Comfort 

指標 

C-1 
より快適な生活のための製品の開発・ 
生産 

C-2 ステークホルダーの満足度の向上 

C-3 より信頼される企業への努力 

34 
51 51 

63 73 77 
93 

77 

86 90 
92 

96 97 

111 

29 

40 
48 

53 

65 
70 

96 

140 

177 
189 

208 

234 
244 

300 

0

50

100

150

200

250

300

2010 11 12 13 14 15 15目標 

 中計最終年度目標に対する足元の達成度を点数化して進捗管理 

 定期的に指標の中身や重みづけを見直し、経営の意思を反映 

 2016年度以降は2020年度を目標年限として5か年スパンで進捗管理中 

点 
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MOS 

【APTSIS 15期間中の実績】 



MCHC : コーポレート・ガバナンスの強化 

指名委員会等設置会社への移行 （2015年6月～） と リスク管理体制 

財務・非財務 統合報告書 「KAITEKIレポート」発行 （2013年度～） 

 構成 （国際統合報告評議会（IIRC）フレームワークを参照） 
① 価値創造プロセス ② 戦略 ③ 成果 ④ ガバナンス情報 ⑤ 財務情報 ⑥ 企業情報 

 

 キーワード 

① リーダーシップ ② 成長戦略 ③ 実績 ④ ESG（環境・社会・ガバナンス） 

コーポレート・ガバナンス体制 リスク管理体制 

MOS 
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MCHC : 業績評価への適用 

3軸 代表的な測定項目 

MOE 
【財務指標】 コア営業利益、ROE（またはROCE）、FCF,資産圧縮 
【成長指標】 投融資進捗、フォーカス市場売上高成長        等 

MOT 【MOT指標】 開発ステージの進捗、海外出願件数、新商品化率  等 

MOS 
【MOS指標】 環境負荷削減・持続可能性への貢献、 
        疾病治療への貢献、コンプライアンス、事故・災害の防止等 

■MCHCグループの組織業績評価の概要（FY2018版） 
  ・年度末決算確定後、3軸のパフォーマンスをスコア化して決定 
        MOS軸については、MOS指標の年度計画/実績から算定 
  ・評価軸3軸の統合比率は MOE：MOT：MOS=8：１：１ 
   ・MCHC及び上場を除く事業会社の役員の業績連動報酬部分と連動 
■非財務パフォーマンスの組織業績評価への反映 
  ・FY2013  ・事業会社評価にMOS指標を導入 MOE:MOS＝９：１ 
   ・FY2018  ・事業会社評価にMOT指標を追加（3軸化） 
  ・FY2018  ・ビジネスユニット（13MBU）を評価対象に追加 

MOS 

58 



MCHC : MOSミッション達成率とMOE（営業利益）の相関 

 MOE（営業利益）とMOS（ミッション達成率）の間には正の相関が見られる 
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2012 

2013 

2011 

2014 2015 

2016 

MCHC MTPC MCC MPI LSII MRC TNSC 

連結営業利益: 2015年度までは日本基準・2016年度以降はIFRSコア営業利益 

MOSミッション達成率: 2015年度までは「APTSIS 15」基準・2016年度以降は「APTSIS 20」基準 59 

MOS 

2017 



MCHC : MOSミッション達成率とMOE（ROE）の相関 

60 

MOS 

 MOE（ROE）とMOS（ミッション達成率）: 経時的にも正の相関が見られる 
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ROE MOS達成率（製品系） MOS達成率（非製品系） 

日本基準 （MOE） IFRS 

APTSIS 15 MOS指標 APTSIS 20 指標 

MOSミッション達成率（製品系） Sustainability, Health, Comfortに貢献する製品・サービスの提供状況を指数化 

   したもの。必然的に各事業の好不調（≒MOE）と直結する 

MOSミッション達成率（非製品系） 「製品系」でカウントすることになじまない企業活動を「非製品系」として集計 

   工場環境負荷、従業員健康度、従業員満足度、ダイバーシティ進捗など 



24,089 

37,244 40,400 

1,336 

3,805 
3,680 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018予 

連
結
（コ
ア
）営

業
利
益
（億

円
）
 

連
結
売
上
高

/売
上
収
益

 (
億
円

) 

売上高 営業利益 

2015年度まで日本基準, 2016年度以降IFRS 

MCHC発足 

田辺三菱製薬発足 

三菱レイヨン統合 

大陽日酸経営統合 

生命科学ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ発足 

三菱ケミカル発足 

新生三菱樹脂発足 

石油化学事業などの構造改革の貫徹 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ10/20 

活動判断基準策定: 

Sustainability, Health, 

Comfort 

地球快適化ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ 

KAITEKI経営始動 

MOE, MOT, MOS 

統合KAITEKIレポート 

指名委員会等設置会社
へ移行 

Dow Jones Sustainability Indices: 

Asia Pacific Member 

DJSI: 

World Member 

MCHC : コーポレートガバナンス改革と三軸による業績推移 

61 

「Ｌ研」解散決定 



MCHC : 社外認知度の向上 
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 2017 World member 初選定 
 2018 組入継続    

RobecoSAM 
CSR格付け 

 Bronze Class 受賞 
 組み入れ継続 

Dow Jones 
Sustainability Indices 

モーニングスター 
社会的責任投資 

新規組み入れ 

MSCI  
日本女性活躍指数 

 組み入れ継続 

FTSE4Good 

新規組み入れ 

FTSE Blossom 
Japan Index 

 

CDP-Climate Change  
  

  Aリストに初選定 
（素材カテゴリ唯一の日本企業） 

  ランク：A- 
最高評価取得 

日経スマートワーク経営 

MSCI 
ジャパンESGセレク
ト･リーダーズ指数 

新規組み入れ 

CDP-Water 



本日の構成 
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 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 



64 

経済同友会創立70周年～現在～今後 

本会自身の新たな姿 

最適化社会に向けて 
自ら考え、自分の言葉で 
発信できる｢異彩｣集団 

経営者宣言 実現への組織運営改革 

同じ志を持つ 
異彩な個の集合体へ 

国家や企業が 
取り組むべきことを 

議論・検討 

深化と具体化 

Japan2.0 経済同友会2.0 

2016 

2018 

2045年の「最適化社会」の姿 

Back casting 



本日の構成 
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 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 



必要とされるガバナンス改革 （企業） 

X: Profits & Efficiency 

Quarter 

Z: Public Interest & Environment   Century 

心 

技 

体 

Y: Innovation & Frontier 

Decade 

MOS 

MOE 

MOT 

市場 

需要・技術動向 

社会 

時代認識 

66 

株主・各種ステークホルダー
（裁き手） による不断の評価 
 

→ 「結果へのこだわり」 

企業 
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必要とされるガバナンス改革（大学・国家） 

国家 
社会の持続可能性 

の確保 
（財政・安保・エネルギー・ 

SDGsなど）  

イノベーションによる 

未来の開拓 
（データイズム 

への対応など）  

経済の豊かさの実現 
（GDP・付加価値と効用） 

国民 
有権者 

大学 

時代認識 

「稼げる大学」への進化 

ファイナンス・資金源多様化 など 

教育・若手登用 

地球との共存 

社会との対話 

ガバナンス体制 

整備 など 

S
u

s
ta

in
a
b

ility
 

Innovation 

基礎vs応用研究 比率最適化 

大学発ベンチャー創出活性化 

など 

自らにふさわしく、かつ、他とは違った 

三軸バランスの設定こそが、 

「学問の府」としての真の自治？ 

国家 
国民 
学生 
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社会の持続可能性の原点 
－必要とされる３つのガバナンス－ 

 国家・社会のガバナンス 

 憲法、Due Process 

 Accountability 

 統治機構改革 

 地方分権 

 所得再分配 

 

ガバメント（ステート） 

ガバナンス 
政・官 

 大学改革 

 経営高度化 

 財源多様化・自由化 

 産学連携推進 

 若手研究者活躍 

 研究生産性向上 

 

大学ガバナンス 学 

 守りのガバナンス 

 安全、環境 

 コンプライアンス 

 攻めのガバナンス 

 選択と集中 

 収益性向上 

 

コーポレート 

ガバナンス 
産 

社会の持続可能性を担保する3つの「ガバナンス」 



本日の構成 
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 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 
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経済の豊かさの実現（X軸） 
－アベノミクス以降の成果とリスク－ 
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訪日外客数（百万人） 

国と地方の長期債務（兆円） 

（出所：訪日外客数は 
日本政府観光局、 

失業率は総務省統計局） 

（出所：内閣府） 

（出所：財務省） 

69兆円増 

175兆円増 
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71 

 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 



３．革新的研究開発推進プログラム（ＩｍＰＡＣＴ） 

１．政府全体の科学技術関係予算の戦略的策定 

 進化した「科学技術重要施策アクションプラン」等により、各府省の概算要求の検討段階から総合科
学技術・イノベーション会議が主導。政府全体の予算の重点配分等をリードしていく新たなメカニズムを
導入。（大臣が主催し、関係府省局長級で構成する「科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ予算戦略会議」を開催） 

 総合科学技術・イノベーション会議が府省・分野の枠を超えて自ら予算配分して、基礎研究から出口
（実用化・事業化）までを見据えた取組を推進。          

 実現すれば産業や社会のあり方に大きな変革をもたらす革新的な科学技術イノベーションの創出を目
指し、ハイリスク・ハイインパクトな挑戦的研究開発を推進。         

イ ン パ ク ト 

２．戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ） 

エスアイピー 

４．官民研究開発投資拡大プログラム（ＰＲＩＳＭ） 
プ リ ズ ム 

 平成30 年度に創設。 高い民間研究開発投資誘発効果が見込まれる「研究開発投資ターゲット領域」
に各省庁の研究開発施策を誘導し、官民の研究開発投資の拡大、財政支出の効率化等を目指す。        

出所: 内閣府 72 



次世代パワーエレクトロニクス （20.0億円） 
大森達夫 三菱電機 開発本部 主席技監 

SiC、GaＮ等の次世代材料によって、現行パワーエレクトロニクスの性能の
大幅な向上（損失1/2、体積1/4）を図り、省エネ、再生可能エネルギー
の導入拡大に寄与。併せて、大規模市場を創出、世界シェアを拡大。 

エネルギーキャリア （28.5億円） 
村木 茂 東京ガス アドバイザー 

再生可能エネルギー等を起源とする水素を活用し、クリーンかつ経済的で
セキュリティーレベルも高い社会を構築し、世界に向けて発信。 

自動走行システム （28.0億円） 
葛巻清吾 トヨタ自動車 先進技術開発カンパニー 常務理事 

高度な自動走行システムの実現に向け、産学官共同で取り組むべき課題
につき、研究開発を推進。関係者と連携し、高齢者など交通制約者に優
しい公共バスシステム等を確立。事故や渋滞を抜本的に削減、移動の利
便性を飛躍的に向上。 

レジリエントな防災・減災機能の強化 （24.0億円） 
堀 宗朗 東京大学地震研究所 巨大地震津波災害予測研究センター 
                                        教授・センター長 

大地震・津波、豪雨・竜巻等の自然災害に備え、官民挙げて災害情報を
リアルタイムで共有する仕組みを構築、予防力、予測力の向上と対応力
の強化を実現。 

革新的設計生産技術 （8.0億円） 
佐々木直哉 日立製作所 研究開発グループ 技師長 

地域の企業や個人のアイデアやノウハウを活かし、時間的・地理的制約を
打破する新たなものづくりスタイルを確立。企業・個人ユーザニーズに迅
速に応える高付加価値な製品設計・製造を可能とし、産業・地域の競争
力を強化。 

革新的構造材料 （34.0億円） 
岸 輝雄 新構造材料技術研究組合理事長、 
              東京大学名誉教授、物質・材料研究機構名誉顧問 

軽量で耐熱・耐環境性等に優れた画期的な材料の開発及び航空機等へ
の実機適用を加速し、省エネ、CO2削減に寄与。併せて、日本の部素材
産業の競争力を維持・強化。 

次世代海洋資源調査技術 （40.0億円） 
浦辺徹郎 東京大学名誉教授、国際資源開発研修センター 顧問 
銅、亜鉛、レアメタル等を含む、海底熱水鉱床、コバルトリッチクラスト等の
海洋資源を高効率に調査する技術を世界に先駆けて確立し、海洋資源
調査産業を創出。 

インフラ維持管理・更新・マネジメント技術 （27.0億円） 
藤野陽三 横浜国立大学 先端科学高等研究院 上席特別教授 
インフラ高齢化による重大事故リスクの顕在化・維持費用の不足が懸念さ
れる中、予防保全による維持管理水準の向上を低コストで実現。併せて、
継続的な維持管理市場を創造するとともに、海外展開を推進。 

次世代農林水産業創造技術 （23.0億円） 
野口 伸 北海道大学 大学院農学研究院 副研究院長・教授 

農政改革と一体的に、革新的生産システム、新たな育種・植物保護、新
機能開拓を実現し、新規就農者、農業・農村の所得の増大に寄与。併せ
て、生活の質の向上、関連産業の拡大、世界的食料問題に貢献。 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第１期の課題、PD、30年度配分額 

重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保 （23.0億円） 
後藤厚宏 情報セキュリティ大学院大学 学長 
制御・通信機器の真正性／完全性確認技術を含めた動作監視・解析技
術と防御技術を研究開発し、重要インフラ産業の国際競争力強化と2020
年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の安定的運営に貢献。 

革新的燃焼技術 （15.5億円） 
杉山雅則  トヨタ自動車 未来創生センター エグゼクティブアドバイザー 

乗用車用内燃機関の最大熱効率を50％に向上する革新的燃焼技術（現
在は40％程度）を持続的な産学連携体制の構築により実現し、世界トップ
クラスの内燃機関研究者の育成、省エネ、CO2削減及び産業競争力の強
化に寄与。 

出所: 内閣府 73 



フィジカル空間デジタルデータ処理基盤 
佐相 秀幸  （株）富士通研究所 シニアフェロー 

本分野における国際競争力を維持・強化するため、高機能センシング、高効率な

データ処理及びサイバー側との高度な連携を実現可能とする世界最先端の基盤

技術を開発し、社会実装する。 

自動運転（システムとサービスの拡張） 
葛巻 清吾  トヨタ自動車（株） 先進技術開発カンパニー 常務理事 
自動運転に係る激しい国際競争の中で世界に伍していくため、自動車メーカーの協
調領域となる世界最先端のコア技術（信号・プローブ情報をはじめとする道路交通

情報の収集・配信などに関する技術等）を確立し、一般道で自動走行レベル３を実
現するための基盤を構築し、社会実装する。 

光・量子を活用したSociety5.0実現化技術 
西田 直人  （株）東芝 特別嘱託 

Society5.0を実現する上での極めて重要な基盤技術であり、我が国が強みを有す
る光・量子技術の国際競争力上の優位をさらに向上させるため、光・量子技術を活
用した世界最先端の加工（レーザー加工等）、情報処理（光電子情報処理）、通信

（量子暗号）の開発を行い、社会実装する。 

脱炭素社会実現のためのエネルギーシステム 
柏木 孝夫  東京工業大学 特命教授・名誉教授 
          先進エネルギー国際研究センター長 

脱炭素社会実現のための世界最先端の重要基盤技術（炭素循環、創エネ・省エ
ネ、エネルギーネットワーク、高効率ワイヤレス送電技術等）を開発し、社会実装す
る。 

スマート物流サービス 
田中 従雅  ヤマトホールディングス（株） 執行役員 IT戦略担当 

サプライチェーン全体の生産性を飛躍的に向上させ、世界に伍していくため、生
産、流通、販売、消費までに取り扱われるデータを一気通貫で利活用し、最適化さ

れた生産・物流システムを構築するとともに、社会実装する。 

IoT社会に対応したサイバー・フィジカル・セキュリティ 
後藤 厚宏  情報セキュリティ大学院大学 学長 

セキュアな Society5.0 の実現に向けて、様々なIoT機器を守り、社会全体の安全・
安心を確立するため、中小企業を含むサプライチェーン全体を守ることに活用でき
る世界最先端の『サイバー・フィジカル・セキュリティ対策基盤』を開発するとともに、

米欧各国等との連携を強化し、国際標準化、社会実装を進める。 

統合型材料開発システムによるマテリアル革命 
岸 輝雄  東京大学 名誉教授 新構造材料技術研究組合 理事長 
        国立研究開発法人 物質・材料研究機構名誉顧問 

我が国の材料開発分野での強みを維持・発展させるため、材料開発コストの大幅

低減、開発期間の大幅短縮を目指し、世界最先端の逆問題マテリアルズインテグ
レーション（性能希望から最適材料・プロセス・構造を予測）を実現・社会実装し、超
高性能材料の開発につなげるともに信頼性評価技術を確立する。 

スマートバイオ産業・農業基盤技術 
小林 憲明  キリン（株） 取締役常務執行役員  
          キリンホールディングス（株） 常務執行役員 

国際競争がさらに激化することが予想される本分野において世界に伍していくた
め、ビッグデータを用いたゲノム編集等生物機能を高次に活用した革新的バイオ素
材、高機能製品の開発、スマートフードシステム、スマート農業等に係る世界最先

端の基盤技術開発と社会実装を行う。 

AIホスピタルによる高度診断・治療システム 
中村 祐輔  公益財団法人がん研究会 プレシジョン医療研究センター所長 

ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ技術を用いた『ＡＩホスピタルシステム』を開発・構築すること
により、高度で先進的な医療サービスの提供と、病院における効率化（医師や看護

師の抜本的負担軽減）を実現し、社会実装する。 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第２期の課題、PD 

国家レジリエンス（防災・減災）の強化 
堀 宗朗  東京大学 地震研究所 巨大地震津波災害予測センター 
                                       教授・センター長 

国家全体の災害被害を最小化するため、衛星、AI、ビッグデータを活用し、避難誘
導システム、地方自治体、住民が利活用できる災害情報共有・支援システムの構
築等を行い、社会実装する。 

ビッグデータ・ＡＩを活用したサイバー空間基盤技術 
安西 祐一郎  慶應義塾 学事顧問 同大学名誉教授 

本分野における国際競争力を維持・強化するため、世界最先端の、実空間におけ

る言語情報と非言語情報の融合によるヒューマン・インタラクション技術（感性・認知

技術開発等）、データ連携基盤、AI間連携を確立し、社会実装する。 

革新的深海資源調査技術 
石井 正一  石油資源開発（株） 顧問 
我が国の排他的経済水域内にある豊富な海洋鉱物資源の活用を目指し、我が国

の海洋資源探査技術を更に強化・発展させ、本分野における生産性を抜本的に向
上させるため、水深2000ｍ以深の海洋資源調査技術を世界に先駆けて確立・実
証するとともに、社会実装する。 

出所: 内閣府 74 



ImPACT プログラム・マネージャー(PM) 

伊藤耕三ＰＭ 
「超薄膜化・強靭化「しな
やかなタフポリマー」の実
現」 

合田圭介ＰＭ  
「セレンディピティの計画
的創出による新価値創造」 

佐野雄二ＰＭ  

「ユビキタス・パワーレー
ザーによる安全・安心・長
寿社会の実現」 

佐橋政司ＰＭ  
「無充電で長期間使用でき
る究極のエコIT機器の実
現」 

山海嘉之ＰＭ  
「重介護ゼロ社会を実現す
る革新的サイバニックシス
テム」 

鈴木隆領ＰＭ  
「超高機能構造タンパク質
による素材産業革命」 

田所諭ＰＭ  

「タフ・ロボティクス・
チャレンジ」 

藤田玲子ＰＭ 
 「核変換による高レベル
放射性廃棄物の大幅な低
減・資源化」 

宮田令子ＰＭ  
「進化を超える極微量物質
の超迅速多項目センシング
システム」 

八木隆行ＰＭ  
「イノベーティブな可視化
技術による新成長産業の創
出」 

山川義徳ＰＭ 
 「脳情報の可視化と制御
による活力溢れる生活の実
現」 

山本喜久ＰＭ  
「量子人工脳を量子ネット
ワークでつなぐ高度知識社
会基盤の実現」 

白坂成功ＰＭ 
「オンデマンド即時観測が
可能な小型合成開口レーダ
衛星システム」 

野地博行ＰＭ 
「豊かで安全な社会と新し
いバイオものづくりを実現
する人工細胞リアクタ」 

原田香奈子ＰＭ 
 
「バイオニックヒューマノ
イドが拓く新産業革命」  

原田博司ＰＭ 
「社会リスクを低減する超
ビッグデータプラット
フォーム」 

平成２６年６月２４日選定 

平成２７年９月１８日選定 

(配分額) ※千万円以下四捨五入 

(49億円) (30億円) (35億円) 

(45億円) (35億円) (30億円) 

(36億円) (34億円) (27億円) 

(30億円) (33億円) (30億円) 

(20億円) (18億円) 

(16億円) 

(23億円) 

出所: 内閣府 75 
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イノベーションによる未来の開拓（Y軸）  
－大学のガバナンス強化－ 

2013年政府目標 「今後10年間で世界大学ランキングトップ100に10校以上」 

AIや自動走行、材料開発、光・量子技術といった領域での産学官連携 

高等教育のグランドデザインを 

統計学などSTEMを中心に、初等・中等教育のあり方についても急ぎ検討を 

トップ100入りしている大学は2校に低迷 （2018年: 東京大学46位、京都大学74位） 

101～150位にランクしていた3校は、すべて201位以下へ 

（出所：Times Higher Education） 

 統合的・有機的な戦略とガバナンス改革が必要 

 学長のリーダーシップ下での 「スクラップ＆ビルド」。「大学ガバナンスコード」に期待 

 企業経営者のコーポレートガバナンス経験やマネジメント知見を積極的に提供 

 「高等教育の無償化」 のあるべき位置づけは？ 

〇 才能と意欲のある学生に教育機会を保障する制度として、実効性を発揮 

× 持続性に疑義のあるゾンビ大学を温存し、高等教育全般の質低下を招来 



本日の構成 
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 はじめに ― 革命期にある現在 

 自己紹介 

 「KAITEKI経営」 企業価値の最大化 

 三菱ケミカルホールディングスのKAITEKI経営 

 X軸: 資本の効率化を重視する経営  

 Y軸: イノベーション創出を追求する経営 

 Z軸: サステナビリティの向上をめざす経営 

 「Japan 2.0」 国家価値の最大化 

 Japan 2.0 と 経済同友会2.0 

 必要とされる3つのガバナンス改革（企業・大学・国家） 

 X軸: 経済の豊かさの実現 

 Y軸: イノベーションによる未来の開拓 

 Z軸: 社会の持続性の確保 
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社会の持続可能性の確保（Z軸）  
－国家のガバナンス強化 （1）－ 

財政・社会保障 

 経済財政諮問会議、未来投資会議などの主要課題 

 本会では、1990年代後半より、長期財政試算を踏まえて繰り返し検討・提言 

 前提とする成長率が高すぎ、PB黒字化目標年次の先送りが続く 

 社会保障改革による歳出抑制規模は、2023年度時点で最大で5兆円程度 

 10％超の消費税率引き上げについて早期に検討を開始すべき 

 自己負担、保険料、税からなる負担構造の抜本的見直しも必要 

 マイナンバーの現状に象徴されるデジタル化の遅れ 

8/3（金） 経済同友会 デジタル政府・行革PT 

「マイナンバー制度に関する提言－崖っぷちにあるマイナンバー制度を我が国のデジタル化の基盤

として今こそ活用せよ」 

 財政状況を客観的にチェックし、政府を監視する第三者機関を設置すべき 

人口・労働 

 少子・高齢化による人材不足や国際的な外国人材獲得競争など働き手の  

確保が重要課題となる中、実効性の高い制度づくりを（「未来投資会議」） 
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社会の持続可能性の確保（Z軸）  
－国家のガバナンス強化 （2）－ 

環境・エネルギー 

 原発の廃炉・再稼働に対する国民理解の醸成、再生可能エネルギーの推進 

 パリ協定に基づいた日本のエネルギー政策の明確化を 

外交・安全保障 

 「日-EU・EPA」「TPP11」は署名。今後は、「RCEP」等に向けて更なる推進を 

 トランプ米大統領、北朝鮮／中東情勢／対中国…大きく揺れ動く国際秩序の

中で問われる日本の外交・安全保障 

教育 

 国家価値は畢竟、国民の選択能力の総和 

 政府の課題は国民一人ひとりの課題 

 社会を支える市民を育てる主権者教育に力を 

「みんなで描くみんなの未来プロジェクト」を通じ、 

財政健全化や民主主義、デジタルリテラシーに関する理解醸成へ 
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国民は古き衣を脱ぎ捨て、 
現在の経済的、道徳的、思想的頽廃、混乱の暴風を乗切って 
全く新たなる天地を開拓しなければならない 

経済人として常に先見性と良心に基づいた正論を世に問い、 
パブリック・マインドを強く意識した経営者集団として行動 

 
 「今こそ同志相引いて互に鞭ち脳漿をしぼって我が国経済の再建に総力を傾注」 
 「政治的立場は無色」 
 政治・政府に対してもタイムリーかつ積極的に政策論を 
 「テラス」等の場を活用し、幅広く議論を喚起 

設立から72年 

グローバル化・デジタル化・ソーシャル化の大変革期 

昭和21年の発起人83名による経済同友会の設立趣意書 （30~40代が中心） 

「Japan2.0 経営者宣言」に向けて 

おわりに 
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SDGsの各目標と経済同友会 委員会活動 

経済同友会 2018年度委員会 

持続可能な開発目標（SDGs）研究会

教育革新

地域産業のイノベーション

デジタル政府・行革PT、医療・介護システム改革、

東京オリンピック・パラリンピック2020

教育革新、学校と経営者の交流活動推進、

インターンシップ推進

労働市場改革

環境・資源エネルギー

環境・資源エネルギー

労働市場改革

新産業革命と規制・法制改革、先進技術による新事業創

造、物流改革を通じた成長戦略、スポーツとアートの産業化

国際関係、財政健全化、

民主主義・資本主義のあり方

地方創生、地方分権、地域産業のイノベーション、環境・資源

エネルギー、地方における新事業創造PT、震災復興PT

企業経営、ビジネスリスクマネジメント、

環境・資源エネルギー

環境・資源エネルギー

環境・資源エネルギー、地方創生、

地域産業のイノベーション

環境・資源エネルギー、地方創生

国際関係、政治改革、憲法問題 、

安全保障、

国際関係、各地域委員会



ご清聴ありがとうございました 


